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1. 最近のプロジェクト

前号に引き続き、今年度に実施し

ているプロジェクトの一部を紹介し

ます。

(1) 中国のWTO加盟にともなう産

業・企業の対応

諸外国と比べると、依然として中

国経済の高い成長が期待されていま

す。世界経済が同時不況の様相の中

で、中国のWTO（世界貿易機関）加

盟が実現しました。それとともに、

中国の戦略的経済構造調整の行方や

意欲的な内陸地域の開発政策も、今

後の中国経済の進展を占う重要なポ

イントになっています。このような

環境変化の中で、今後の中国産業･企

業の競争力にも大きな関心が寄せら

れています。

そこで、中国のWTOの加盟に伴

う経済環境の変化、諸問題を政治的

側面、経済・企業経営的側面から取

り上げ、中国における産業・企業の

競争力の変化と貿易・投資等への影

響、特に日本企業の貿易・投資等へ

の影響について調査研究します。

なお、昨年度の中国関係の報告書

は、「中国のWTO加盟を巡る諸問題

に関する調査研究」です。

(2) 産業連関分析の感応度比較研究

産業連関表を用いた分析を行って

いる研究機関のうち、電力中央研究

所、慶応大学および当研究所等のモ

デルの感応度比較をするプロジェク

ト。各機関の担当が各機関のモデル

の特徴等を比較研究する共同プロジ

ェクトです。主査は宍戸俊太郎元国

際大学学長です。当研究所のモデル

は日本自転車振興会の補助事業であ

る国際産業比較分析事業で開発運用

しているもので、担当の小野充人

（主任研究員）と篠井保彦（客員研究

員）が参加しています。（研究会・委

員会の項参照）

(3) 地域経済の活性化

全国のどの地域をとっても、高い

失業率、地域経済の担い手である地

場製造業の海外生産の移転の動き、

輸入品の増大などによる地場産業の

衰退懸念、少子高齢化の進行による

人口の減少、環境問題への意識の高

まりへの対応など、共通した悩みが

あります。そこで、次のプロジェク

トに取り組んでいます。

(a) 地域活性化の事例研究

地域経済の活性化を図るのに役立

つ海外事例の調査。地域が抱える問

題に対し、先進諸国での取り組み事

例を調査し、今後の地域社会の活性

化に役立たせるのが狙いです。

(b) 地域活性化策の研究

地域活性化のためにとるべき方策

等について研究します。その具体化

策は次のものが考えられます。

①地域間国際交流を進める。依頼者

の自治体の地理的条件から、北東

アジア地域との交流を念頭におく。

②技術開発やベンチャー企業育成など

に役立つ「産学官連携」を模索する。

③全国有数の高いインターネット普及

率をふまえ、ITを活用する。

④地域の活性化の起爆剤となりうる

活力ある外資系企業の誘致活動の

あり方をまとめる。

⑤地元企業の進出先として多い中国

とのビジネス・ネットワークの可

能性を高めていく、など。

2. ITIセミナーの開催

(1) 次回セミナー

「米国」をテーマにしたセミナー

開催を検討しています。会員の皆様

には、開催が決まり次第、ご案内し

ます。セミナーのご案内は、そのつ

ど差し上げていますが、お問い合わ

せ、お申し込みは事務局までお願い

します。

また、ホームページでもご案内し

ています。

FAX 03-5561-7961

E-mail: jimukyoku@iti.or.jp

担当　山田、大坪

3. 最近の調査研究活動等から

(1) ワークシェアリング

長坂寿久（客員研究員）が、ワー

クシェリングについて各地で講演を

しています。

日本の失業率は依然として高い水

準にあり、その対応策としてワーク

シェアリングを導入しようとする動

きが広がっています。フルタイムと

パートタイム労働を均等な待遇にす

ることによって、多様な雇用形態が

生み出され、ワークシェアリングが

本格的に発生し、失業を抑えた活動

はオランダが有名です。それを日本

に紹介し広めたのはオランダ駐在経

験者の長坂です。

(2) アジア企業の日本進出

アジア諸国の企業が日本に進出す

る動き、特に ITなどの最先端技術お

よびニュービジネス分野での動きに

ついて、多数の照会があります。外

資による大規模事業会社のM&Aの

華々しいニュースや、ITなどのハイ

ITI
URL:http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp
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テク分野の進出など欧米先進諸国企

業に注目が偏る傾向があるなかで、

アジア諸国の有力企業やベンチャー

企業の進出にも関心が向いているの

が最近の特徴です。アジア企業の対

日進出は、断片的なニュースとして

伝えられることが多く実態を把握し

にくいものの「増えている」との実

感があること、アジア企業の対日進

出意欲が高いことが関心の高まりの

背景にあります。「進出が目立つ IT

の韓国系企業」（ITI季報 No.46）、

「インドのソフトウエア開発と経済成

長の新局面」（ITI季報No.44）の記

事などをホームページで見ての照会

が大半を占めています。

(3) 欧米諸国の対内直接投資政策の国

際比較

日本に外資系企業を誘致する活動

に外国での経験や施策を参考にする

との観点でみると、諸外国の対内直

接投資政策に関する調査報告は多い

ものの特定国のみの調査にとどまり、

各国の施策等の比較ができないもの

が大多数を占めます。日本貿易振興

会から受託した昨年度の調査では米

国、カナダ、英国、フランス、ドイ

ツを対象に対内直接投資の施策を取

り上げました。その結果を基に国際

比較できる表を本件調査のとりまと

めを担当した和田善寛（研究員）が

作成、好評を得ています。

(4) 日本企業の海外事業活動による日

本経済への影響

日本企業の海外事業活動の拡大に

よる海外生産拠点の拡充、生産委託

や輸入品の急増により、日本の貿易

黒字の減少や日本の景気回復に与え

る影響などへの関心が高まっていま

す。当研究所では、日本企業の海外

生産活動が日本の貿易と国内生産に

ついて、輸出誘発、輸出代替、逆輸

入、輸入転換の効果をもたらすとの

前提に基づき、毎年推計を行ってい

ます。昨年度の調査研究成果は、経

済産業省からの委託調査研究報告書

「海外事業活動調査・外資系企業活動

の動向データなどに基づく調査研究」

の第６章（「海外事業活動が日本経済

に及ぼす影響」）に掲載されていま

す。

また、『エコノミスト』誌（2001

年 12月 25日号）の特集「2002日本

経済大予測」で、深尾京司一橋大学

教授による記事（「ニッポン」産業空

洞化論）の是非））に、昨年度の分析

結果が引用されている、などで注目

を集め、多くの照会があります。

(5) 中国・台湾・韓国企業の対外投資

中国の大手家電メーカーが日本企

業と提携し自社ブランドの家電製品

を日本で販売するとのニュースが大

きくとりあげられました。最近は中

国の対外直接投資も増えています。

また、実績のある台湾や韓国の対外

直接投資動向の照会が増えるなど、

中国・韓国・台湾の海外進出への関

心が高まっているようです。当研究

所の内多允（客員研究員）がまとめ

た報告書「ブラジル・メキシコにお

ける韓国・台湾のエレクトロニクス

産業」（平成 12年 3月）は、韓国企

業と台湾企業の中南米地域への進出

状況を知る貴重な資料と高い評価を

受け、照会の件数が多い報告書の一

つです。

欧米先進諸国の大企業の動向に加

え、東アジアの企業の外国投資の動

向にも目を向ける必要性を感じます。

(6) グローバリゼーションとNGO

昨年度の「グローバリゼーション

とNGO」に関する調査報告書、昨年

9月のセミナーの配布資料に対する

照会が増えています。また、昨年 3

月にまとめた「国際的非政府組織

（NGO）の活動状況」の資料にも関

心があるようです。開発問題に取り

組む方だけでなく、最近は特に産業

界・企業からの照会が増えていると

の印象があります。

なお、報告書の執筆やセミナーで

の講演者の 1人である国境なき医師

団の平林史子さんが、ジェトロの映

像メディア・チーム製作のテレビ番

組「世界は今」に出演。必須医薬品

キャンペーンの紹介とこれからの企

業とのかかわり方を語っています。

放映は3月の予定です。

4.“ITI Monthly USA”のトピックス

最近の話題を紹介するトピックス

の中には、当該産業以外の方にも興

味深く役立つ内容が多いのが特徴で

す。最近の報告の中から主なものを

あげると、次のものがあります。〔（ ）

内は業種と掲載月〕

①BSE（狂牛病）関連

・米国におけるBSE（狂牛病）対策

（食品：12月号）

・米国農務省が米国における BSE

（狂牛病）の発生リスクは極めて

小さいと研究報告を発表（食品：

1月号）

②米同時テロ関連

・「テロと中小企業」（中小企業：

10～11月号）

・バイオテロ対策（医薬品： 10～

11月号）

・FDAが策定したバイオテロリズ

ム等に対する食品関連業者のため

の安全指針（水産業：1月号）

・航空業界、9.11の影響とその後の

業績（航空･宇宙、1月号）
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・全米標準技術研究所（NIST）が世

界貿易センタービル倒壊究明に動

き出す（建設：1月号）

③新エネルギー

・カリフォルニア州における太陽光

発電の導入状況（環境：11月号）

・競争力のある電源になりつつある

風力発電（環境：12月号）

④有機食品における有機表示基準制

度の消費者への浸透度度合い（農

業：11月号）

⑤遺伝子組み替え問題

・遺伝子組み替えトウモロコシおよ

びワタの登録更新（化学:11月号）

・Btコーンはコスト高とするレポー

トを環境団体が発表～生産者団体

は反発（食品1月号）

⑥民間資本活用（PFI）

・「カリフォルニア州 SR91号線高

速車線プロジェクトにおける課題

等について～米国の交通インフラ

における民間資本活用（PFI）ケ

ーススタディ」（建設：11月号）

※高速道路の建設に民間資本の活

用事例の紹介（A４版20ページ）

⑦インターネット関連課税問題

・インターネット課税問題（通信機

12月号）

・オンライン販売への課税問題（消

費･流通：10～12月号）

⑧インターネットの不正利用の動向

（通信機:11～12月号）

⑨インターネット・セキュリティ

（通信機:１月号）

⑩電子調達・インターネット販売の

動向

・電子調達システムの普及（舶用工

業・舟艇：12月号）

・家具小売・製造業者のウエッブサ

イト利用状況（家具：12月号）

・航空関連製造業における電子商取

引（航空・宇宙１月号）

・水産におけるE-Commerce～ある

企業の挫折（水産：1月号）

⑪米国流通業のトレンド

・若者のファミリービジネスへの回

帰（中小企業：1月号）

・地域社会に根ざし地域に益する店舗

⑫ホリデーシーズンの商戦結果

・クリスマス商戦、予想を上回る結

果に終わる（消費･流通：1月号）

・国際ショッピングセンター協議会

（ICSC）が発表したモールにおけ

るクリスマス商戦結果（時計： 1

月号）

・前年同期比 15％増を記録したオ

ンライン･クリスマス･セール（時

計：1月号）

⑬米国の教育

・教育法の改革（教育産業1月号）

ITI Monthly USAは、関心のある

産業分野を選び購読することができ

ます。自社に直接かかわる事業分野

だけでなく、周辺分野の情報収集源

として有益だとの評価を得ています。

購読のお申し込み、お問い合せは事

務局までお願いします。

TEL：　03-5563-1251

E-mail  jimukyoku@iti.or.jp

担当　井殿、大坪

5. ホームページ

（http://www.iti.or.jp）

（1）統計データのホームページ

当研究所のホームページに、国際

比較ができる統計を選び事項別国別

の表にまとめたデータを掲載してい

ます。

対象分野は、①直接投資統計、②

商品貿易統計、③サービス貿易統計、

および④マクロ経済指標です。所内

に構築したデータベースの中から使

い勝手がよく利用が多いものを厳選

し掲載します。皆様の利用状況や関

心などを参考にして内容の充実を図

っていくつもりです。掲載する表は、

適宜最新データに更新します。

掲載予定の主な表は以下のとおり

です。

①対内直接投資額、対外直接投

資額

②投資収益額

③主要財の輸出額、輸入額

④貿易収支

⑤サービス貿易収支項目のうち

の、運輸・特許料等ロイヤリ

ティ、情報通信料、観光、海

運などの受取額、支払額

⑥GDP、1人当たりのGDP

(2) フラッシュ

2001年 11月以降のホームページ

のフラッシュ欄に掲載した記事は次

のとおりです。

1) 「ブッシュ作曲『対日交響曲』

の文法（木内恵研究主幹）

2) 「アフガン・マーシャルプラン」

（青木健客員研究員）

6. 役員会

平成 14年度の予算および事業計画

を審議する第 27回定例役員会を、

2002年 3月 26日に、平成 13年度の

決算および事業報告を審議する第 28

回役員会を 2002年 6月 19日に予定

しています。

7. 人事

(1) 退任

佐々木潤（参与） 12月31日

(2) 客員研究員の委嘱　　2月 1日

五味紀男　立教大学大学院教授

（杏林大学・拓殖大学講師）

なお、滝口太郎氏（東京女子大学
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助教授）、西川和明氏（福島大学教授）

に客員研究員の委嘱手続き中で、近

日中に発令の見込みです。五味客員

研究員は、「地域経済圏と産業・企業

の対応」プロジェクト、滝口氏は、

「地域経済圏の結成と直接投資の動

向」プロジェクトに参加しています。

西川氏は昨年度における対内直接投資

研究プロジェクトのメンバーでした。

8. 所外活動

(1) 出版

篠井保彦（客員研究員）が、「経済

モデルの技法」（日本評論社）を出版。

4月発売の予定です。当研究所の調査

研究プロジェクト「国際産業比較分

析事業」（日本自転車振興会補助事業）

での研究成果をもとに書き上げまし

た。

(2) 委員会・研究会

(a) 米国の対外政策研究

木内惠（研究主幹）が、（財）世界

平和研究所における「米国新政権

における対外政策と、その形成過

程に関する調査研究」委員会の委

員として、報告書の「通商政策」

部門を担当、執筆しました。

(b) 小野充人（主任研究員）および篠

井保彦（客員研究員）が、環太平

洋連関分析学会産業連関型動学的

計量モデル研究会（代表 宍戸俊

太郎元国際大学学長）の委員とし

て、日本の産業連関型動学的計量

モデルの代表的モデルの比較研究

プロジェクトに参加しています。

当研究所のJIDEAモデルは、その

比較研究対象モデルの一つです。

(3) 講義・セミナー

(a) 木内惠（研究主幹）が、福島大学

主催の福島大学経済学部経済学会

学術講演会で米国事情に関する講

演を行いました。演題は「転換期

に来たアメリカ経済と日本企業の

影響」。出席者は、同大学の教官、

学生、大学院生、研究員などのほ

かに、米国の政治･経済に関心を

もつ県内外のビジネス関係者等で

約250名。講演後、米国の戦略決

定メカニズム、企業経営への影響

などの照会がありました。（1月）

(b) 山　國光（専務理事）が明治大学

専任教授連合会主催のセミナー

で、コーディネーター、パネリス

トとして参加しました。前中小企

業庁長官中村利雄氏による基調講

演「最近の中小企業施策～ベンチ

ャー企業支援と特許技術問題をめ

ぐる動き」をふまえてのセミナー

でした。（11月）

(c) 増田耕太郎（研究主幹）が、対日

投資促進会議2001において、「こ

れからの対日投資促進」について

報告。対日投資促進の狙いを地域

経済や地域産業振興におくこと、

地域振興策に外資系企業の誘致を

とりいれることの重要性を強調し

ました。また、同会議の出席者に、

当研究所がとりまとめた海外先進

国における対内直接投資政策をふ

くむ報告書を資料として主催者

（日本貿易振興会）から配布しま

した。（12月）

(d) 田中信世（研究主幹）が拓殖大学

で国際直接投資論（欧州地域）の

講義を担当（後期）。なお、国際直

接投資論は、佐々木潤（参与）、内

多允（客員研究員）が北米地域、

中南米地域を分担、担当しました。

(4) 経済協力

増田耕太郎（研究主幹）は、国際

協力事業団（JICA）のウズベキスタ

ン国別特設研修「外国貿易マーケテ

ィング」コースの研修指導者の委嘱

を受けました。ウズベキスタンの旧

国営企業等の貿易部門幹部8名を対

象に11月13日から12月15日まで、

東京国際研修センター（渋谷区）で研

修を行いました。研修実施にあたっ

て、会員企業の事業所見学、CIS諸

国と貿易を行っている会員企業との

懇談などでご協力、ご支援をいただ

きました。紙面を借りてお礼を申し

あげます。なお、このプロジェクト

は5カ年計画で実施されており、今

回は2年度目にあたります。

（増田耕太郎・宇津木文子）
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